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●固定資産税の住宅用地の特例措置の概要
区分 固定資産税 都市計画税

小規模住宅用地（200㎡以下） 1/6に減額 1/3に減額

一般住宅用地（200㎡を超える部分） 1/3に減額 2/3に減額

　周辺に悪影響を及ぼすような空き家に対して、市は「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき「特
定空家等」や「管理不全空家等」に認定する場合があります。これらに認定されて市から勧告を受けると、固定
資産税の住宅用地の特例措置が適用されなくなり、土地の固定資産税などが高くなります。
　最終的に「行政代執行」を行う可能性もあり、解体などの是正措置にかかった費用は所有者が負担すること
になります。

　空き家の外壁材などの落下により、第
三者に被害を及ぼした場合には、損害賠
償を請求される可能性があります。実際に
全国では、倒壊や火災で近隣家屋を破損
させてしまう事例も発生しています。
　長期間にわたり、売却や活用の予定が
ない場合は、定期的な見回り、庭木の剪定
や除草などの手入れ、老朽箇所の修繕を
行うなど空き家を適切に管理しましょう。

空き家の状態が悪化して、特定空家等・管理不全空家等に認定された場合…

市街化調整区域内にある空き家の場合…
　本市の土地の約９割は市街化調整区域となっています。市街化
調整区域とは、「市街化を抑制する区域」のことで、建物の建築や
第三者の利用は原則としてできません。そのため、市街化調整区
域内に現存する空き家の利活用については、都市計画法上の制
限が伴う場合があります。
　市街化調整区域内の空き家の売却や解体を先延ばしにするこ
とは、売却が困難になるなどのリスクを招く要因となります。空き
家を今後どうしていくのか早めに検討していくようにしましょう。

損害賠償の試算例
倒壊や火災で隣接家屋が全壊し、
夫婦・女児の3人が死亡した場合

損害賠償額
約2億1,000万円

出典：「空き家発生による外部不経済の損害額の試算に係る調査」（公益財団法人日本住宅総合センター）

シロアリ被害などが原因で、
隣家に駆除・点検費用が発生した場合

損害賠償額
約24万円

￨ あなたの家の未来を考える ￨

「行政代執行」とは
　所有者がすべき行為を行政が代わりに
　行い、所有者に費用を請求することです。
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